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“地域とともにある学校”への転換
菱村 幸彦

教育再生実行会議が全ての学校をコミュニティ・ス

クール（以下「ＣＳ」）化しようと提唱したことを踏まえ

て，中教審は，作業部会を設けてＣＳの在り方などに

ついて審議を進めてきたが，10月26日に「新しい時

代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の

連携・協働の在り方と今後の推進方策について（答

申素案）」を示した。

ＣＳの導入が伸びない理由
周知のように，ＣＳは，地方教育行政法第47条の５

に基づき学校運営協議会（以下「運営協議会」）を設

置する学校である。その数は，本年４月現在，全国2,

389校（昨年は1,919校）で，まだ総学校数の７％程度

にとどまる。

文科省調査によると，運営協議会を設置しない理

由として，教育委員会や学校は，学校評議員制度や

学校支援地域本部等が設置されているから，地域連

携はうまく行われているから，保護者や地域の意見

が反映されているから――等と答えている。しかし，

その背後にＣＳの導入で管理職や教職員の負担が

増えないか，人事権が制約されないか，一部委員の

発言で学校運営が混乱しないか，委員に適切な人材

が得られるか等の懸念があることは否めない。

地方教育行政法は，運営協議会の権限として，学

校運営の基本方針の承認，学校運営に関する意見

具申，人事についての意見具申を定めている。これ

らの権限は，学校の教育方針の決定や教育活動の

実践に地域住民や保護者のニーズを反映させること

で，学校運営のガバナンスの強化を目指している。こ

のことが学校管理者には外部からの介入を避けたい

という心理につながっている。

運営協議会の制度的見直し
中教審の作業部会では様々な意見が交わされて

いるが，これからの公立学校は，地域の人々と目標

やビジョンを共有し，地域と一体となって子供たちを

育む「地域とともにある学校」へと転換していくことを

目指すべきという基本認識では一致している。

答申素案は，運営協議会制度の基本的方向につ

いて，次の諸点を提言する。

[1] 運営協議会の目的として，学校を応援し，地域

の実情を踏まえた特色ある学校づくりを進めていく

役割を明確化すること。

[2] 運営協議会の機能は引き続き備えることとした

上で，教職員の任用に関する意見に関しては，柔

軟な運用を可能とする仕組みを検討すること。

[3] 運営協議会において地域等による学校支援に

関する総合的な企画・立案を行い，地域等の連携

・協力を促進していく仕組みとすること。

[4] 校長のリーダーシップの発揮の観点から，運営

協議会委員の任命に校長の意見を反映する仕組

みとすること。

[5] 小中一貫教育など学校間の教育の円滑な接続

に資するため，複数校で一つの運営協議会を設

置できる仕組みとすること。

ＣＳは，学校が抱える課題の解決を図り，子供たち

の教育活動等を一層充実していく役割を持つ観点か

ら，学校運営の最終責任者である校長を支え応援す

ることによって，地域の実情を踏まえた特色ある学校

づくりを推進しよう，というわけだ。

答申素案は，ＣＳについて，基本的には学校や教

育委員会の自発的な意志による設置が望ましいとし

ているが，教育委員会が積極的にＣＳの設置の促進

に努めていく制度的位置付けの検討を求めている。

となると，法律的には，ＣＳ設置の努力義務規定を設

けることが検討課題となろう。

答申素案は，年内にも正式答申される予定のよう

だが，文科省は，来年度に地方教育行政法の改正

作業に着手することとなろう。

（ひしむら・ゆきひこ＝国立教育政策研究所名誉所員）
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